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１．問題意識・背景（１） 
犬の登録頭数が年々増加 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

     出典：厚生労働省「犬の登録頭数と予防注射頭数等の年次別推移」より筆者作成 
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１．問題意識・背景（２） 

 犬が人間社会に与える影響の増大 
 
―市役所に寄せられる犬の苦情は...増加に転じております。   
  ...特に「糞の不始末」に関する苦情が多いです。 
                       岐阜県中津川市役所 

 

―飼い犬数の増加に伴って犬の飼い方についての苦情... 

  も年毎に増加している。 ...散歩時における飼い主のマナ 

  ーに関するトラブルが多い。 

                       東京都中央区保健所 
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１．問題意識・背景（３） 
厳しさを増す動物保護施設の維持・運営 
     ―現在ある自治体の収容施設のうち、多くが老朽施設で 
          あり、保管場所についても狭溢な場合が多い。 
            環境省（平成２３年度概算要求文書より） 
 
 
 
 
                            
                            
                                              福井県・大野保健所 
                                             （２００５年、ＡＬＩＶＥ福井提供） 
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１．問題意識・背景（４） 
殺処分となる犬の多さ 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
                    （千頭） 
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２．立法の趣旨及び目的（１） 
   
   課税により、 
 
 犬の購入・保有を野放しにせず、間接的に制限するこ

とで、飼い主に責任感やモラルを植え付ける 
   
 税収を動物保護施設や糞の清掃費などに充て、犬及

び人の福祉を向上させる 
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２．立法の趣旨及び目的（２） 

犬だけに課税する理由 

     犬の特性・危険性 

   ①生活空間が人間と重なる 

     （人間に危害を加える事故を起こした動物の９９.５％が犬） 

  ②狂犬病を媒介する 
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３．法案骨子 

章構成 
1. 総則 
2. 課税標準及び税額 
3. 免税 
4. 徴収 
5. 罰則 

 
参考法 

  たばこ税法、地方税法、狂犬病予防法 
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４．課税要件（１） 
 課税対象 
  ペット犬の特定占有 
   ペット犬 ＝動物愛護管理法４４条４項１号が規定する 
           もののうち人の特定占有を受けた犬 
   特定占有 ＝最低限３カ月世話をし、宿泊させ、又は 
            訓練のために保有すること 
 
 納税義務者 
   ペット犬の特定占有者 
 
 課税標準 
   会計年度の１月１日に特定占有を受けている生後３カ月以上
の全てのペット犬の頭数 
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４．課税要件（２） 

課税額 
 1頭当たり1,200円を徴収する 

 ただし、初回の納付のみマイクロチップの導入費用とし 

 て5,000円を追加徴収 
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５．免税規定 

以下のペット犬は、免税対象とする 
  ・身体障害者補助犬法に規定される盲導犬、介助犬及び聴導犬 
              ・特別な訓練を受けた犬であり、その扶養が公費で賄われるもの 
              ・生きた動物に対する学問上の実験を行うことの許可が与えられて  

        いる研究所または実験室において学問的目的のために保有され 
        る犬 
      ・動物保護の理由から一時的に動物収容施設及び類似施設に収 
        容されている犬 
      ・犬飼育及び動物販売業者が営利目的で飼育する犬 
      ・公共の目的で保有される犬で環境省令で定めるもの 
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６．徴収 
 申告規定＝狂犬病予防法と連動 

 <ペット犬の所有の申告> 

  ペット犬の所有者は、当該犬を取得した日（生後９０日以内の 
  犬を取得した場合は、生後９０日を経過した日）から３０日以内 
  に、環境省令の定めるところにより、その犬の所在地を管轄す 
  る市町村長に犬の登録を申請 

 <所有の終了の申告> 

  犬が死亡したとき、犬の所在地その他環境省令で定める事項 
  を変更したとき、所有者の変更があったときは、３０日以内に、 
  環境省令の定めるところにより、その犬の所在地を管轄する市 
  町村長に届け出 

 徴収の方法 

     犬税の徴収は、普通徴収の方法による 
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<参考>狂犬病予防法第４条 
第４条  

  犬の所有者は、犬を取得した日（生後９０日以内の犬を取得した場合にあつては、
生後９０日を経過した日）から30日以内に、厚生労働省令の定めるところにより、そ
の犬の所在地を管轄する市町村長（特別区にあっては、区長。以下同じ。）に犬の
登録を申請しなければならない。但し、この条の規定により登録を受けた犬につい
ては、この限りではない。 

２ 市町村長は、前項の登録の申請があつたときは、原簿に登録し、その犬の所有者
に犬の鑑札を交付しなければならない。 

３ 犬の所有者は、前項の鑑札をその犬に着けておかなければならない。 

４ 第１項及び第２項の規定により登録を受けた犬の所有者は、犬が死亡したとき又は
犬の所在地その他厚生省令で定める事項を変更したときは、30日以内に、厚生労
働省令の定めるところにより、その犬の所在地（犬の所在地を変更したときにあつて
は、その犬の新所在地）を管轄する市町村長に届け出なければならない。 

５ 第１項及び第２項の規定により登録を受けた犬について所有者の変更あつたとき
は、新所有者は、30日以内に、厚生労働省令の定めるところにより、その犬の所在
地を管轄する市町村長に届け出なければならない。 

６ 前各項に定めるもののほか、犬の登録及び鑑札の交付に関して必要な事項は、政
令で定める。 
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７．罰則 
第１１、１２条 
    ①１年以下の懲役もしくは５０万円以下の罰金 
   ・偽りその他不正の行為により犬税を免れ、又は免れ 
    ようとした者 
   ・第９条第１項の規定に違反して、ペット犬について 
               の届け出をしなかった者 
 
    ②３０万円以下の罰金 
   ・第９条第１項の規定による申告をその期限までに申 
    告せず、または偽りの申告をした者 
       ・第９条第４項の規定による届け出をしなかった者 
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に
該
当
す

る
者
は
、
十
年
以
下
の
懲
役
若
し
く
は
百
万
円
以
下

の
罰
金
に
処
し
、
又
は
こ
れ
を
併
科
す
る
。 

一 
 

偽
り
そ
の
他
不
正
の
行
為
に
よ
り
た
ば
こ
税

を
免
れ
、
又
は
免
れ
よ
う
と
し
た
者 

 

二 
 

偽
り
そ
の
他
不
正
の
行
為
に
よ
り
第
十
五
条

第
一
項
（
同
条
第
三
項
に
お
い
て
準
用
す
る
場
合
を 

 



第
十
二
条 

次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す
る
者

は
、
三
十
万
円
以
下
の
罰
金
に
処
す
る
。 

一 
 

第
九
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
申
告
を
そ
の

期
限
ま
で
に
申
告
せ
ず
、
ま
た
は
偽
り
の
申
告
を
し

た
者 

二 
 

第
九
条
第
四
項
の
規
定
に
よ
る
申
告
を
し
な

か
っ
た
者 

  
 

 

附
則 

（
施
行
期
日
） 

第
一
条 

こ
の
法
律
は
、
平
成
○
年
△
月
□
日
か
ら 

施
行
す
る
。 

                            

を
含
む
。）
又
は
第
十
六
条
第
四
項
若
し
く
は
第
五
項

の
規
定
に
よ
る
還
付
を
受
け
、
又
は
受
け
よ
う
と
し

た
者 

２ 
 

前
項
の
犯
罪
に
係
る
製
造
た
ば
こ
に
対
す
る

た
ば
こ
税
に
相
当
す
る
金
額
又
は
還
付
金
に
相
当
す

る
金
額
の
三
倍
が
百
万
円
を
超
え
る
場
合
に
は
、
情

状
に
よ
り
、
同
項
の
罰
金
は
、
百
万
円
を
超
え
当
該

た
ば
こ
税
に
相
当
す
る
金
額
又
は
還
付
金
に
相
当
す

る
金
額
の
三
倍
以
下
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

 

３  

第
一
項
第
一
号
に
規
定
す
る
も
の
の
ほ
か
、第

十
七
条
第
一
項
の
規
定
に
よ
る
申
告
書
を
そ
の
提
出

期
限
ま
で
に
提
出
し
な
い
こ
と
に
よ
り
た
ば
こ
税
を

免
れ
た
者
は
、
五
年
以
下
の
懲
役
若
し
く
は
五
十
万

円
以
下
の
罰
金
に
処
し
、
又
は
こ
れ
を
併
科
す
る
。 

 

４ 
 

前
項
の
犯
罪
に
係
る
製
造
た
ば
こ
に
対
す
る

た
ば
こ
税
に
相
当
す
る
金
額
の
三
倍
が
五
十
万
円
を

超
え
る
場
合
に
は
、情
状
に
よ
り
、同
項
の
罰
金
は
、

五
十
万
円
を
超
え
当
該
た
ば
こ
税
に
相
当
す
る
金
額

の
三
倍
以
下
と
す
る
こ
と
が
で
き
る
。 

 

第
二
十
九
条 

 

次
の
各
号
の
い
ず
れ
か
に
該
当
す

る
者
は
、
一
年
以
下
の
懲
役
又
は
五
十
万
円
以
下
の

罰
金
に
処
す
る
。 

 

一 
 

第
十
二
条
第
七
項
の
規
定
に
よ
る
書
類
を
そ

の
提
出
期
限
ま
で
に
提
出
せ
ず
、
又
は
偽
り
の
書
類

を
提
出
し
た
者 

 

二 
 

第
十
七
条
第
一
項
又
は
第
十
八
条
第
一
項
の

規
定
に
よ
る
申
告
書
を
そ
の
提
出
期
限
ま
で
に
提
出

し
な
か
つ
た
者 

 

三 
 

第
十
八
条
第
二
項
の
規
定
に
よ
る
申
告
書
を

そ
の
提
出
期
限
ま
で
に
提
出
せ
ず
、
又
は
偽
り
の
申

告
書
を
提
出
し
た
者 

 

四  

第
二
十
四
条
の
規
定
に
よ
る
申
告
を
せ
ず
、又

は
偽
つ
た
者 

 

五 
 

第
二
十
五
条
の
規
定
に
よ
る
帳
簿
の
記
載
を

せ
ず
、
若
し
く
は
偽
り
、
又
は
そ
の
帳
簿
を
隠
匿
し

た
者 

 

六 

（
略
） 

 

 

第
三
十
条
（
略
） 
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